様式第１号（第３条関係）

農業水利施設物価高騰対策支援助成金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
令和　年　月　日　

兵庫県知事　齋藤　元彦　様
	住所　〒
	

	団体名
	

	代表者名
	

	電話番号
	（　　　　）　　－　　　　　番

	電子メール
	


農業水利施設物価高騰対策支援助成金の交付を受けたいので、同事業助成金交付要綱第３条の規定により、関係書類を添えて申請します。
１　助成金申請額
	事　業　名
	助成対象経費
	助成金額

	農業水利施設物価高騰対策支援事業
	　　　　　　円
	　　　　　　　円


２　添付書類(該当する□にチェックをお願いします)

	□ 添付書類

	·  1.誓約書（様式第1号の2）

	·  2.地区計画書

	·  3.出来高調書（別記様式第１号､別紙様式第2号､別記様式第3号､※1別紙様式第4号）

	·  4.電気使用量明細（各月・契約種別）　コピー可

	·  5.※2構成員名簿、定款または規約、対象施設の写真

	6.※3債権者登録書

□ (1)書類提出の場合　
・債権者登録書
・本人確認書類（法人:印鑑登録証明書等 個人：運転免許証等）
または「代表者の職氏名」に押印
·  (2)オンライン申請の場合
・兵庫県電子申請システムより申請


※1　市町等から電力料高騰に係る助成金・補助金を受けていない場合は添付は不要とする。
※2　土地改良区については、5の添付は不要とする。
※3　書類提出またはオンライン申請とする。
様式第１号の２（第３条関係）
誓　約　書
暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。
なお、誓約事項に関し、県が行う一切の措置に異議なく同意します。
記
１　条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に掲げる者に該当しないこと。
３　間接助成事業を行う場合にあっては、上記１又は２に該当する者に対して間接助成金を交付しないこと。また、業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、上記１又は２に該当する者をその受託者としないこと。
４　知事が、上記１及び２を確認するため、必要な事項を兵庫県警察本部長に照会すること、及び当該照会に係る回答の内容を他の助成事業における暴力団等を排除するための措置を講ずるために利用し、又は兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院事業管理者に提供することについて、異議を述べないこと。
令和　年　　月　　日

　　　兵　庫　県　知　事　　
齋　藤　　元　彦　　　様　　　
                                　　　 住    所
                              　　　　 団 体 名
                                       代表者名 　　　                       
                                       電　　話　（　　　）　　　　－　　　　　番
                                       電子メール
様式第2号（第4条関係）

農業水利施設物価高騰対策支援助成金仕入れに係る消費税等相当額報告書
　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号　
令和　年　月　日　

兵庫県知事　齋藤　元彦　様
	住所
	

	団体名
	

	代表者名
	

	電話番号
	（　　　　）　　－　　　　　番

	電子メール
	


令和　　年　　月　　日付け農整第　　　　　　　号により交付決定通知があった「農業水利施設物価高騰対策支援助成金」について、同事業助成金交付要綱第４条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　助成金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　
２　助成金の申請時に減額した仕入れに係る消費税等相当額  金　　　　　　　　　　　　円

３　消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額　金　　　　　　　　　　　　円

４　助成金返還相当額（３－２） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 金                円
　　　 
様式第3号（第4条関係）
農整第    　　号　　令和　年　月　日　
事業主体名
代表者氏名　　　　　　　　　様
兵庫県知事　齋　藤　　元　彦
担当課及び担当者名
電話　（　　　　）　　－　　　　　番
電子メール
令和４年度　農業水利施設物価高騰対策支援助成金の交付決定について（通知）
令和　年　月　日付け第　　　　号で申請のあった「農業水利施設物価高騰対策支援助成金」については、下記の条件を付して交付すること決定した。
記
１　この助成金の交付対象となる事業は、上記申請のあった事業とし、その内容は助成金交付申請書に記載のとおりとする。
２　事業に要する助成金の額は下記のとおりとする。
	事　業　名
	助成対象経費
	助成金額

	　
農業水利施設物価高騰対策支援事業
	　　　　　円
	　　　　　　　円


３　助成金の額は、第1項の申請書に記載のとおりとする。

４　助成事業者は、助成金交付要綱に従わなければならない。

（注１）助成金は、先に提出された「債権者登録書」に記載の振込先金融機関の口座に振り込みます。

（注２）偽りその他不正行為により助成金を受けた場合は、助成金の返還を求める場合があります。
様式第4号（第4条関係）

農業水利施設物価高騰対策支援助成金不交付決定通知書

農整第　　　　号　　
令和　年　月　日　
事業主体名
代表者氏名　　　　　　　　　様
兵庫県知事　齋　藤　　元　彦
担当課及び担当者名
電話　（　　　　）　　－　　　　番
電子メール
令和　年　　月　　日付けで申請のあった「農業水利施設物価高騰対策支援助成金」について、同事業助成金交付要綱第４条第３項の規定により、下記のとおり不交付とすることを決定したので通知します。

記

	不交付決定の理由
	


様式第5号（第8条関係）
農業水利施設物価高騰対策支援助成金交付決定取消通知書
農整第　　　　号　　
令和　年　月　日　
事業主体名
代表者氏名　　　　　　　　　様
兵庫県知事　齋　藤　　元　彦
担当課及び担当者名
電話　（　　　　）　　－　　　　　番
電子メール
令和　　年　　月　　日付け第　　　　　　　号をもって交付を決定した「農業水利施設物価高騰対策支援助成金」について、同事業助成金交付要綱第８条２項の規定により、下記のとおり決定したので通知します。
記

１　助成金額　　　　　　　　　　　円を取り消す。

２　助成対象経費及び助成金額は次のとおりとする。

　　　 助成対象経費　　　　　　　　　　　円　
　　　　助成金額　　　　　　　　　　　 　　円

（取消しの理由）
